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薬局を取り巻く背景



地域・患者への適切な医療提供体制を支える薬局・薬剤師
国民皆保険、地域包括ケアシステムに貢献する薬局・薬剤師の実現
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①患者総合評価型（患者Profile＝患者の生活像活用型）

②全ての処方医・処方を視野に

③薬学の知識を最大限に活用・評価・ 添付文書、薬物治療、薬物動態、検査値等

④知識＋技能型（患者情報と医薬品情報の評価＝患者毎に個別最適化した対応）

⑤処方提案型（患者を個別化し、最適な処方の提案）

⑥その患者の服用するＯＴＣ薬も含めて医薬品全体の把握

⑦患者Profile活用型の処方監査と疑義の解決

これから（第三世代へ向けて）

①薬剤評価中心型

②個々の処方医師（個々の処方箋毎の依存型疑義照会）

③添付文書情報活用中心の疑義照会

④知識中心型（医薬品情報依存型疑義照会）

⑤処方確認中心型

⑥処方箋発行中心型分業依存型の処方箋監査と疑義の解決

これまで（第一、第二世代）

「患者さん（a Patient)」から「その患者さん（The Patient) 」へ
患者毎に個別最適化した薬剤師サービス

『日本薬剤師会政策提言2022』改変



薬局薬剤師の業務及び薬局の機能に関するワーキンググループとりまとめ
～薬剤師が地域で活躍するためのアクションプラン～

３．薬局薬剤師ＤＸ

○ ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）とは、企業がビジネス環境の激しい変化に対応し、データとデジタル技術を活用して、顧客
や社会のニーズを基に、製品やサービス、ビジネスモデルを変革するとともに、業務そのものや、組織、プロセス、企業文化・風土を
変革し、競争上の優位性を確立することを意味している。単に業務のデジタル化を行うことや、それにより効率化を図るデジタライ
ゼーションとは異なる概念である。

○ 電子処方箋、オンライン服薬指導、マイナポータルを通じた各種医療情報の共有等のデジタル技術の進展や、諸外国のＤＸ動向を
踏まえ、今後、薬局薬剤師の役割として、
・医療情報基盤により充実する情報を活用した対人業務の質の向上
・医療機関への効果的かつ効率的な情報フィードバック
・ＩＣＴを活用した患者フォローアップの充実
・患者ウェアラブル端末等から得られる情報も総合的に踏まえた新たなサービスの提供
等が期待され、これにより薬局薬剤師ＤＸを進めていくことが求められる。

薬局薬剤師ＤＸの実現に向けた以下の取組等を進めていく必要がある。

（１）デジタルに係る知識・技術の習得

（２）薬局薬剤師ＤＸに向けた活用事例の共有

（３）オンライン服薬指導

（４）調剤後のフォローアップ

（５）データ連携基盤

（６）薬歴の活用等

（７）薬局内・薬局間情報連携のための標準的データ交換形式

（８）その他



医療DX・薬局薬剤師DXによる業務の変革



データを横断的に
活かせない･･･

すみやかに
連携が図れない･･･

ＤＸといっても

今のシステムが、そのまま残存していったら･･･
（レガシーシステムがもたらすリスク）

※このリスクについては、2018年9月に経済産業省からも「2025年の崖」としてレポートが出されている

システムが各部門ごとに構築され、
それぞれに進化していく･･･

システムごとに
どんどんカスタマイズが
なされている･･･

囲い込むかのように
過剰なほどに･･･

保守、運用の
コスト↑

保守運用の担い手は
ずっといてくれるの？

保守できなかったら？
システムトラブル？
セキュリティは？
データの維持は？
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「データヘルス改革推進本部」の設置（平成29年1月）



／狩猟社会：人が狩りをして生活する社会

／農耕社会：田畑を耕すなど食糧を育てて
収穫することで
安定した生活をする社会

／工業社会：機械によって
規格品を大量生産するなど
工業化が進んだ社会

／情報社会

インターネットの普及により
情報の伝達や処理が
経済の中心となった社会

【内閣府による
「Society５.０」の定義】

サイバー空間（仮想空間）と
フィジカル空間（現実空間）を
高度に融合させたシステムにより、
経済発展と社会的課題の解決を両立する、
人間中心の社会（ Society ）

Society 5.0を支える技術

IoT、ビッグデータ、AI、5G、
ロボット、ドローン、
自動運転、自動翻訳、VR

など

Society 5.0って何？



内閣府

Society 5.0新たな価値の事例（医療・介護）

Society5.0では、各個人のリアルタイムの生理計測データ、医療現場の情報、医療・感染情報、環境情報といった様々な
情報を含むビッグデータをAIで解析することにより、「ロボットによる生活支援・話し相手などにより一人でも快適な生活
を送ること」「リアルタイムの自動健康診断などでの健康促進や病気を早期発見すること」「整理・医療データの共有により
どこでも最適な治療を受けること」「医療・介護現場でのロボットによる支援で負担を軽減すること」といったことができる
ようになるとともに、社会全体としても医療費や介護費などの社会的コストの削減や医療現場等での人手不足の問題を解決
することが可能となります。



（社会保障分野における経済・財政一体改革の強化・推進）

医療・介護費の適正化を進めるとともに、医療・介護分野でのＤＸを含む技術革新を通じたサービス
の効率化・質の向上を図るため、デジタルヘルスの活性化に向けた関連サービスの認証制度や評価
指針による質の見える化やイノベーション等を進め、同時にデータヘルス改革に関する工程表にのっ
とりＰＨＲの推進等改革を着実に実行する。オンライン資格確認について、保険医療機関・薬局に、
2023年４月から導入を原則として義務付けるとともに、導入が進み、患者によるマイナンバーカー
ドの保険証利用が進むよう、関連する支援等の措置を見直す。2024年度中を目途に保険者による
保険証発行の選択制の導入を目指し、さらにオンライン資格確認の導入状況等を踏まえ、保険証の
原則廃止を目指す。「全国医療情報プラットフォームの創設」、「電子カルテ情報の標準化等」及び「診
療報酬改定ＤＸ」の取組を行政と関係業界が一丸となって進めるとともに、医療情報の利活用につ
いて法制上の措置等を講ずる。そのため、政府に総理を本部長とし関係閣僚により構成される「医療
ＤＸ推進本部（仮称）」を設置する。経営実態の透明化の観点から、医療法人・介護サービス事業者の
経営状況に関する全国的な電子開示システム等を整備するとともに、処遇改善を進めるに際して費
用の見える化などの促進策を講ずる。医療・介護サービスの生産性向上を図るため、タスク・シフティ
ングや経営の大規模化・協働化を推進する。加えて、医療ＤＸの推進を図るため、オンライン診療の活
用を促進するとともに、ＡＩホスピタルの推進及び実装に向け取り組む。（後略）

経済財政運営と改革の基本方針2022       (令和４年６月７日閣議決定)



日本の医療分野の情報のあり方を根本から解決するためには、
（１）「全国医療情報プラットフォーム」の創設
（２）電子カルテ情報の標準化（全医療機関への普及）
（３）「診療報酬改定ＤＸ」
の３つの取組を同時並行で進める。

医療DX令和ビジョン2030の提言

【薬局・薬剤師DXとの関係】

（１）データヘルスの集中改革プランのACTION１の概念で、オンライン資格確認等システムの基盤で活用
する情報を拡充し、それらの情報を医療機関・薬局で共有するプラットフォームの創設。
ほぼ全ての薬局に導入可能な基盤の活用であり、薬局で更に多くの保健医療情報を確認し、より質の
高い薬剤師サービスへとつなげていく必要がある。

（２）電子カルテにおいて共有すべき項目の標準コード等を定めることにより、文書や情報のやり取りを
電子的に行うとともに、保有するデータをより発展的に活用していく検討。
薬局においても電子薬歴を連携させることにより、医療機関との間でやり取りが必要となる文書等を
電子的に行っていけるようにする必要がある。

（３）診療報酬改定時には、ベンダを始めとして短期間で作業する負荷やミスを軽減するために、各ベンダ
共通して活用できる算定モジュールを作成することの検討。
調剤報酬においても当該モジュールが作成されることにより、改定時には当該モジュールの更新を
行うことで対応可能となる。
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更なる拡がりへ

次世代型電子版お薬手帳
への進化と活用

PHR・DTｘ



オンライン資格確認等システムについて



「オンライン資格確認」が変えたもの

▶『オンライン資格確認』とは、

マイナンバーカードのICチップまたは健康保険証の記号番号等により、

オンラインでリアルタイムに被保険者資格情報の確認をすること。

〇被保険者等記号・番号を個人単位化されたことが基本にある

従来の世帯単位の記号・番号に、２桁の番号を追加（枝番）することにより、被保険者番号が

「世帯単位」から「個人単位」へ。これにより個人単位での医療情報を扱うことが可能となる。

（そのまま被保険者番号を用いているわけではない）

〇全国の医療機関・薬局がつながる基盤の整備

－既存のインフラ（レセプトオンライン請求の仕組み）を活用

－ 支払基金・国保中央会とのネットワークを有している



（参考）レセプトの請求状況

65.8%

97.4%

72.8%

24.6%

98.1%

29.9%

2.1%

23.7%

66.8%

0.9%

4.3%

0.5%

3.5%

8.6%

1.0%

オンライン請求 光ディスク 紙レセプト

【レセプトの請求状況】

※四捨五入等の関係上、合計が不一致の場合がある。施設数はレセプト請求機関ベース、令和４年３月時点。

総計
（約22.2万機関）

病院

（約0.8万機関）

医科診療所

（約8.6万機関）

歯科診療所

（約6.8万機関）

調剤

（約6.0万機関）

○ 診療報酬の請求については、電子請求（オンラインでの請求又は光ディスクでの請求）が義務付けられているが、

①手書きでレセプトを作成している医療機関・薬局や

②電子請求の義務化時点で65歳以上の医師等※の医療機関・薬局 ※現時点で75歳以上程度

については、当該義務の例外として紙レセプトでの請求が認められている。

⇒ 現在、全医療機関・薬局のうち約66％はオンラインでの請求、約30％は光ディスクでの請求、約4％は紙での請求。

厚生労働省資料

（約14.6万機関） （約1万機関）（約6.6万機関）

（約6.2万機関）

（約4.5万機関）

（約2万機関） （約0.3万機関）

（約1.7万機関） （約0.6万機関）

（約5.9万機関）

（約0.1万機関）（約0.1万機関）

（約0.8万機関）



顔認証付きカードリーダーの使い方の流れ

③顔の撮影
（又は暗証番号）

②本人確認
方法を選択

①マイナンバー
カードを置く

（患者が自ら置く）

本人確認来院

⑤資格確認等
が完了

④情報提供の同意

完了同意取得

○ 本人確認を行うとともに、医療機関・薬局が健診情報等を確認することについて同意を得ることができ
ます

厚生労働省資料

ここでの患者同意により、
確認できる情報が拡充されていっている
令和3年10月20日～ 薬剤情報・特定健診等情報
令和4年９月11日～ 診療情報（今後さらに拡充予定）



オンライン資格確認等システムに係る今後の動向

▶2023年(R5)4月
保険医療機関・薬局におけるシステム導入の原則義務化
（経過措置項目の設定（6項目））

▶2024年(R6)4月
在宅患者への対応等、モバイル端末を用いて患者の自宅等で資格確認や
薬剤情報等の提供に関する同意を取得し、施設等で利用することを可能と
する仕組み（居宅同意取得型）や、資格確認のみを行う簡素な仕組み（資格
確認限定型）の運用開始予定

▶2024年(R6)年度中
保険証の原則廃止



厚生労働省資料



厚生労働省資料



2022年9月8日 社会保障審議会医療保険部会 資料



厚生労働省資料

オンライン資格確認の利用状況について①



厚生労働省資料

オンライン資格確認の利用状況について②



電子処方箋について



電子処方箋 運用開始時点における状況

厚生労働省令和４年１２月２３日説明会
「開始目前！これならできる、電子処方箋」資料

運用開始時点からの
電子処方箋利用

参加医療機関・薬局

【薬局】 ５／21現在
１３８ 薬局 →３,５７３薬局

【医療機関】
病 院： ６施設 → １１施設
診療所：１0施設 → ３２１施設
歯 科： なし → ２０施設

＜参考＞

京都府における

電子処方箋運用開始施設数
（R5.５.21現在）

【薬局】８０薬局

病 院：１施設
診療所：８施設
歯 科：０施設



医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律等の一部を改正する法律（令和４年法律第47号）一部抜粋
〇 医師法（歯科医師法も同様）

①
医
師
は
、
治
療
上
、
必
要
が
あ
る
場
合
に
は
、

患
者
等
に
処
方
箋
を

交
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

②
「
地
域
に
お
け
る
医
療
及
び
介
護
の
総
合
的
な
確
保
の
促
進

に
関
す
る
法
律
」

の
規
定
に
よ
る
処
方
箋
の
提
供
は
、

①
の
処
方
箋
の
交
付
と
み
な
す
。



医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律等の一部を改正する法律（令和４年法律第47号）一部抜粋
〇 地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律

支払基金・
国保中央会

医師
薬剤師

紙の処方箋交付
でも電子処方箋
対応可能機関は
処方情報をアップ

患者のために必要な情報
（重複投薬等）を得る

医師薬剤師



電子処方箋とは

電子処方箋とは、オンライン資格確認等システムを拡張し、現在紙で行われている処方箋の運用を、電子で実施する仕組み。オンライン資格確認等システムで閲覧できる情報を拡充し、
患者が直近処方や調剤をされた内容の閲覧や、当該データを活用した重複投薬等チェックの結果確認が可能に。（令和５年（2023年）１月～運用開始予定）

・ オンライン資格確認等システムを基盤とした電子処方箋の仕組みについて、実施時における検証も含め、安全かつ正確な運用に向けた環境整備を行い、
2022年度から運用開始する。

成 長 戦 略 フ ォ ロ ー ア ッ プ （ 令 和 3 年 6 月 1 8 日 閣 議 決 定 ）

厚生労働省資料

電子処方箋の応需に必要な環境

・オンライン資格確認の導入・運用
・薬剤師資格証（HPKI）の取得
・電子処方箋管理サービスの導入



電子処方箋が発行される時のデータの流れ

電子処方箋
管理サービス

資格確認用端末

医療機関

処方情報

処方・調剤情報DB電子カルテシステム

電子署名付与 電子処方箋情報の登録

重複投薬等チェック
要求と結果

電子処方箋DB

引換番号の発行

©Japan Pharmaceutical Association All Right Reserved

引換番号や処方内容を
患者へ伝達



電子処方箋を応需する時のデータの流れ

電子処方箋
管理サービス

処方・調剤情報

処方・調剤情報DB

薬局

レセコン・電子薬歴システム

外部保管を委託することも可能

資格確認用端末

電子処方箋DB

重複投薬等チェック

電子処方箋情報・
重複投薬等チェックの結果 （調剤後）

電子署名付与

局内サーバ

調剤情報

©Japan Pharmaceutical Association All Right Reserved

マイナンバーカード
or

引換番号により、

特定された電子処方箋データの受取り



患者が薬局へ
持参するもの
（※）

原
本

薬局での見分
け方

応需可能な薬局 処方箋情報の
取得

重複投薬等
チェック

調剤結果の
登録

HPKI 運用開始後の取扱い

電子処方箋管
理サービス対
応の薬局

それ以外の薬
局

A 電子処方箋 引き換え番号が
記載された
「処方内容（控
え）」

電
子

「処方内容（控
え）」は処方箋
の体裁をしてい
ない

○ × 電子処方箋管
理サービスか
ら電子処方箋
を取得
（控えは患者
に返却）

電子処方箋管
理サービス上
でチェックが
かかる

電子処方箋管
理サービスに
登録

必須 対応可能な施設（地域の状況等
を考慮）からこの段階に移行

B 電子処方箋
管理サービ
スを用いて
いる医療機
関から発行
された紙の
処方箋

引換番号が記載
された「紙の処
方箋」

紙 「電子処方箋対
応」の旨と「引
換番号」の印字
有

○ ○ 電子処方箋管
理サービスか
ら処方箋情報
注）を取得する
ことができる
注）処方箋自体で
はない（紙が原
本）。

電子処方箋管
理サービス上
でチェックが
かかる

電子処方箋管
理サービスに
登録

任意 2023/1/26～は、この段階から
開始する施設があると思われる

紙の処方箋と同
様に（二次元
コードや手打ち
等でも）行うこ
ともできる。

－
（従来通り、薬
局のシステムや
薬剤師による
チェック）

電子処方箋管
理サービスに
結果の登録が
可能（登録し
た調剤結果が
蓄積され、他
の施設の重複
チェックや
PHRに活用
される）

C 紙の処方箋 紙の処方箋 紙 － ○ ○ － －
（従来通り、薬
局のシステムや
薬剤師による
チェック）

任意 電子処方箋のメリットを最大限
活用するため、紙の処方箋で対
応する場合であっても、処方・
調剤結果を電子処方箋管理サー
ビスに登録することが重要。

電子処方箋管理サービス開始後に発行される処方箋の運用（電子処方箋（紙の処方箋を含む））

（※）マイナンバーカード（保険証利用登録されたもの）の持参の有無により処方箋受付時のオペレーション等が異なります。
詳細は「薬局向けオンライン資格確認等運用マニュアル（医療機関等向けポータルサイト）」も参照のこと
https://www.iryohokenjyoho-portalsite.jp/download/docs/unyou_manual_pharmacy.pdf

令和5年1月 日本薬剤師会作成

調剤情報の登録による
患者データの蓄積



電子処方箋の仕組みを活用したコミュニケーションの向上

電子処方箋
管理サービス

処方・調剤情報

薬局

電子処方箋DB

局内サーバ

調剤情報

©Japan Pharmaceutical Association All Right Reserved

医療機関

処方・調剤情報DB

（調剤後）
電子署名付与

電子処方箋管理サービスに
外部保存を委託することも
可能なシステムの構築中

電子署名付与

電子処方箋ファイル

調剤結果

疑義照会の内容
医師へのコメント

調剤内容
（調剤年月日、調剤量等）

医師は診察時、
前回の処方を調剤した
薬剤師の所見を確認



患者による電子処方箋の仕組みの利活用

電子処方箋対応医療機関に受診された患者が、

日頃から利用している薬局へ、自身に処方された内容を事前に伝えておきたい場合

２．紙の処方箋を希望された場合

医師から発行された紙の処方箋に記載の引換番号を薬局に連絡する。

この場合、電子処方箋管理サービスからは電子処方箋情報のみ（原本は紙）を

取りに行くことになる。

１．電子処方箋を希望された場合

医師から発行された「処方内容（控え）」に記載の引換番号を、薬局に連絡する。

この場合、引換番号を使って電子処方箋管理サービスに電子処方箋を取りに行くことに

なるので、事前に原本を受け付けることになります。

「引換番号」の活用
※電子処方箋対応医療機関が、
電子処方箋を発行した場合は、引換番号が印字された「処方内容（控え）」が発行され、
また紙の処方箋の場合でも、その紙の処方箋に引換番号が記載されます。



院内処方情報共有の重要性

⚫ 医療費適正化計画にも示されている外来におけるがん化学療法では、院内にて注射等により投与さ
れているの抗がん剤と、処方箋において投与される抗がん剤とが一つのレジメンである場合や、支持
療法として繋がっているものが多く、薬局において処方箋の内容のみを見るだけでなく、処方箋によ
る調剤の際に院内で使用された薬剤を把握することは服薬指導の質の向上、また患者の安全な薬物
療法に大きく寄与するものとなる。

院内で使用された薬剤の情報をリアルタイムで薬局が得られることは、
大変重要な意味を持つ。

〇オンライン資格確認等システムにおける薬剤情報の共有
院内で使用された薬剤の情報を内包するが、データソースがレセプトデータのため1か月以上のタイムラグがある。

〇電子処方箋の仕組みによる処方情報
リアルタイムに共有可能だが、処方箋が発行されたことによるデータに基づく情報であるため、院内で使用する薬
剤は院内のオーダーのみとなる。



診
察

マイナンバーカード
を持参

【医療機関】 マイナンバーカードによる受付

顔認証付きカードリーダー
による認証 「電子処方箋」

or
「紙の処方箋」

選択

過去の情報の提供同意
・処方・調剤情報
薬剤情報／特定健診情報
／診療情報

顔認証

暗証番号

会
計

「電子処方箋」の場合
▶処方内容（控え）の交付

▶マイナポータルでの確認



マイナポータルの利活用について

マイナンバーカードには、
自身の情報が確認できるサイト
「マイナポータル」があります。

このマイナポータルの活用についても
理解をしておく必要があります。



マイナンバーカード
を持参

保険証とともに、
「引換番号」を持参

引換番号によるアクセス

・電子処方箋
・重複投薬等チェック結果
※チェック相手となった他施設の情報
も含む

・処方・調剤情報
薬剤情報／特定健診情報／診療情報

電子処方箋管理サービス

・電子処方箋
・重複投薬等チェック結果
※応需した処方箋内でチェック対象
となった薬剤のみの情報

電子処方箋における患者の持参物の違いによる薬局での受付状況の違い

▶事前に行きたい薬局に処方された内容を提示しておきたい場合、患者から引換番号の連絡が入ることも想定されます。

※複数の電子処方箋が
交付されている場合には、
提示する処方箋を選択

顔認証付きカードリーダー
による認証と同意

※複数の電子処方箋が
交付されている場合には、
提示する処方箋の引換番号のみを提出



重複投薬／併用禁忌のチェックについて

厚生労働省資料



医療機関・薬局からレセプト請求されたデータ
レセプトから抽出した情報（３年分）であり、１か月ほどのタイム
ラグが生じる。
レセプトデータであるため、薬剤情報においては、院内で使用した
薬剤も閲覧が可能。入院中や退院時処方等、お薬手帳を補うことも
期待。
また特定健診情報に加え診療情報（受診歴、画像・病理診断がなさ
れた記録等）も閲覧可能。（毎月11日に更新）

レセプトデータ

電子処方箋
管理サービス

オンライン資格確認等システム

支払基金・
国保中央会

医療機関

処方・調剤情報
処方・調剤情報

薬局

電子処方箋に対応する医療機関・薬局において、処方時・調剤時に
生成させるリアルタイムのデータ

発行される処方箋の内容に係る情報であるため、院内で使用された
医薬品は反映されない。

電子処方箋管理サービスのデータ

それぞれのデータの特性と活用

（医療機関・薬局による情報閲覧）

国民・患者

マイナポータルによる情報閲覧・保存

処方・調剤情報 レセプトデータ

現在 100日前 3年前
レセプト由来のデータを反映させるまで、処方・調剤情報を閲覧

特定健診情報

薬剤情報

医療情報
（今後更に拡大）
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電子お薬手帳情報（マイナポータルと連携し取り込む）



電子処方箋管理サービスの運用について
（令和4年10月28日通知：「電子処方箋の運用ガイドライン 第２.１版」を廃止）

４ 電子処方箋の運用にあたって
（３）分割調剤への対応



薬剤師資格証は、「薬剤師」であることを、
現実社会と電子社会で証明するための身分証です。
電子社会において薬剤師という国家資格者である
「個」を「認証」し、「署名」するものです。

『薬剤師資格証』は日本薬剤師会が発行するHPKIカードで、
券面に写真を含めた資格証を印刷していることで、
資格情報の目視的な提示も可能になっています。

薬剤師資格証（HPKIカード）って

紙の処方箋に
調剤済み印
押しますよね？

処方箋が電子になった場合、
その印鑑に対応するのが
電子署名の機能です。

・HPKIには、「医師」や「薬剤師」といった資格が
含まれています。
その資格に応じて、医師であれば処方箋の発行、
薬剤師であれば調剤済み印の押印、
といった資格に紐づいた用途に使用します。

©Japan Pharmaceutical Association All Right Reserved
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現在、HPKI認証局を運用している団体が連名で文書発出

※「HPKI電子証明書管理サービス」を3団体共同で開発

HPKIカードを用いることで、
医師や薬剤師の医療分野国家資格を
電子的に証明できる「HPKI電子署名」を行う。

しかし、カード型であることから、
・電子署名を実施しようとする全ての端末（電子カルテ等）に

カードリーダーが必要
・破損・紛失時に業務が滞る

「HPKIセカンド電子証明書」の提供

医師・薬剤師資格証（HPKI）についてｰ② （ HPKIセカンド電子証明書の提供開始について）



クラウド署名
サーバ

ＯＲ

署名用プログラムを
インストールしたPC

セカンド電子証明書
保管サーバ

サーバ内の電子証明書を利用

薬剤師資格証、指紋認証、顔認証等で
セカンド電子証明書を利用

２

セキュリティ担保のため、
利用できる端末の限定等の
追加措置の可能性有り

医
師
・薬
剤
師
資
格
証
を
利
用

セ
カ
ン
ド
電
子
証
明
書
を
利
用

医師・薬剤師資格証（HPKI）についてｰ③ （２つの電子証明書の利用方法）

１

ICチップ内の電子証明書を利用



薬剤師資格証（HPKIカード）等の発行状況について （2023.5.17現在）

発行申請書到着件数の推移

発行枚数の推移
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60,433



更なる拡がりへ



チーム医療における情報連携

地域は一つの大きな病院

安全で安心なシームレスな連携体制の確保

自宅・患者

看護師

その他の
医療スタッフ

歯科医師
医師

薬剤師

ケアマネジャーや
その他の

医療・介護スタッフ

訪問看護ｽﾃｰｼｮﾝ・
看護師

地域

く
す
り

薬局

薬局・薬剤師

歯科医院／診療所
・歯科医師

医院／診療所・医師

連携

紙で？
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患者

チーム医療における情報連携

地域は一つの大きな病院

安全で安心なシームレスな連携体制の確保

自宅・患者

歯科医師
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薬局から病院への電子的な情報提供文書の一例
（京都大学医学部附属病院）



薬局

母子手帳 疾病管理手帳

医療機関

学校

学校健診

電子処方箋
管理サービス

マイナポータル

マイナンバーカード

処方・調剤情報

地域医療情報連携ネットワーク

ウェアラブルデバイス等
健康情報 国民・

患者

オンライン資格確認等システム

医療DXによる情報利活用のビジョン（概念図）

処方・調剤情報

自身の健康情報を
電磁的に所有・閲覧

自身で医療機関・薬局に提示

薬剤情報・特定健診情報・診療情報

服薬状況情報
OTC薬情報

市町村・企業

電子お薬手帳

健診情報

・傷病名 ・アレルギー・感染症
・薬剤禁忌・検査 ・処方 等

・居宅療養管理指導報告書
・服薬情報等提供書
・トレーシングレポート 等・診療情報提供書

・退院時サマリー 等

院内処方（リアルタイム）

電子カルテ情報交換サービス(仮)

健康アプリ

API連携

2文書

薬剤師⇒医師への文書



自身の保健医療情報（PHR）を活用できる仕組みについて



誕生から終末期に至る、ライフステージ全てを通じた薬剤師による健康サポート、服用薬の一元的・継続的・全人的な管理・指導

健康 発症 重症化・要介護

健康維持増進・ 予防での関わり

一次予防
二次予防
早期対応

三次予防

薬物治療・介護での関わり

内科受診 整形外科受診 眼科受診 訪問診療専門医療
機関受診誤飲防止啓発

ドーピング防止

くすり教育

進行

多疾患罹患

罹患

母子健康手帳

これからの薬局・薬剤師が果たす役割

公衆衛生

セルフメディケーション
栄養相談

服用薬の管理・指導

母子健康手帳 学校健診
健診情報

おくすり手帳 疾病管理手帳

介護予防手帳

在宅連携手帳

デジタル社会における手帳文化を活かしたPHRと情報の活用

『日本薬剤師会政策提言2022』より抜粋、追記



薬局

母子手帳 疾病管理手帳

医療機関

市町村・企業

学校

健診情報

学校健診

電子処方箋
管理サービス

電子お薬手帳

マイナポータル

マイナンバーカード

処方・調剤情報

地域医療情報連携ネットワーク

ウェアラブルデバイス等
健康情報 国民・

患者

オンライン資格確認等システム

ICTを活用した薬局業務 （概要）

処方・調剤情報

・情報を基にした、医薬品の
提供と服薬指導

（処方薬・OTC薬）
・継続的な服薬状況把握と

フォローアップ
・日常生活への健康サポート

「患者・住民の生活の状況や習慣を理解した
かかりつけ薬剤師・薬局」に近づいていく！

©Japan Pharmaceutical Association All Right Reserved

自身の健康情報を
電磁的に所有・閲覧

自身で医療機関・薬局に提示

薬剤情報
特定健診情報
医療情報



厚生労働省資料



マイナポータルにおけるレセプトに基づく薬剤情報と電子お薬手帳の整理

令和３年10月から、マイナポータルにおいてレセプトに基づく薬剤情報が閲覧できるようになり、薬剤情報については、マイナポータル
と民間ＰＨＲサービス間でＡＰＩ（Application Programming Interface）連携をする方法や、マイナポータルに表示されるＱＲコードを読
み取る方法により、民間ＰＨＲサービスにおいても取得することが可能になり、これらの方法により、お薬手帳（電子版）において薬剤情
報を取得することが可能となることなどを踏まえて運用上の整理がなされている。

「電子版お薬手帳ガイドライン」（薬生総発0331第1号令和5年3月31日厚生労働省医薬・生活衛生局総務課長通知）

（以下は電子版お薬手帳ガイドラインの一部抜粋）



薬局医療機関

マイナポータル

マイナンバーカード

国民・患者

薬剤情報
（3年間保存）

【チャット機能 等】

薬剤師からのフォローアップ

患者からの相談 等

電子お薬手帳

基礎情報
・アレルギー歴
・副作用歴 等 要指導医薬品・

一般用医薬品

・有効成分

・添付文書の内容
（特徴、効能・効果、用法・用量等）

・画像データ

医療用医薬品

処方・調剤情報

API連携
・悉皆性の確保
・永年保存

閲覧機能

次世代型電子版お薬手帳への進化と活用
「電子版お薬手帳ガイドライン（令和5年3月31日）」留意事項通知からガイドラインへ

服薬アラーム

アラート
重複投与、相互作用

引換番号送信



健康・医療・介護情報利活用検討会「データヘルス集中改革プラン等の主な論点と検討の方向性」 抜粋

自身の保健医療情報を活用できる仕組みの拡大

（１）マイナポータルで健診等情報を閲覧やダウンロードできる仕組み

〇健康増進法に基づき市町村が実施する検診（がん、肝炎ウイルス、骨粗鬆症、歯周疾患）の

マイナポータルからの提供

〇40 歳未満の労働者の事業主健診情報について、保険者を経由してマイナポータルからの提供

〇学校健康診断情報について、本人や保護者がマイナポータルから閲覧



デジタルメディスン



治療に用いるアプリについては、

現在、製薬企業、ベンチャー企業各社が開発を進めているところであり、

今後、臨床的な有効性・安全性等の具体的な評価がなされ、

承認申請がなされてくるものと予想される。

臨床で使用される際には、薬物治療において、

その適正使用のために医療職の対応が求められるようになる。

そのような状況を鑑み、薬剤師の関与についても必要になるものと考える。

Digital Medicine （デジタルメディスン）



2020年６月１９日
厚生労働省 薬事・食品衛生審議会 医療機器・体外診断薬部会で審議の結果、了承。
（2020年08月21日に薬事承認）

「ニコチン依存症治療アプリ」（CureApp SC )

Digital Medicine （デジタルメディスン）

2022年3月９日
厚生労働省 薬事・食品衛生審議会 プログラム医療機器調査会で薬事承認の了承。

「高血圧治療補助アプリ」（CureApp HT)

「不眠障害治療用アプリ Med CBT-i（申請時名称）」
（SUSMED)

2022年12月1９日
厚生労働省 薬事・食品衛生審議会 プログラム医療機器調査会で薬事承認の了承。



シオノギSDT-001（ADHDを対象としたデジタル治療製品候補）

Akili社が米国で実施した臨床試験で良好な治療効果。「インチュニブ(グアンファシン塩酸塩)」や「ビバンセ
(リスデキサンフェタミンメシル酸塩)」といった医薬品による治療に加え、SDT-001によるデジタル治療とい
う新たな選択肢を提供。
8～12歳の小児のADHDにおけるコンピュータを用いて評価された不注意症状の改善を適応として、世界
初のゲームベースのデジタル治療として米国食品医薬品局（FDA）の承認取得（2020.6.24）、および欧州に
おいてCEマークを取得。

Digital Medicine （デジタルメディスン）



１．医師による診断・処方と薬剤師による提供・説明
臨床現場で多くの患者を抱える医師が、医師でなくとも実施可能と考えられるアプリの使用方法の説明や使用上のトラブル等への対応をすることは、大きな

負担で軽減させる必要がある。そのため医師による判断のもと、薬剤師がその適正使用に係る役割を担うことによって処方と調剤の関係のDTxへの適応が可能となり、
国民皆保険の下で、日本におけるDTxの進展に繋がるものと考える。

２．薬剤師によるフォローアップと医師との連携
患者がDTxを的確に使用していくには、持続性・継続性が必要であり、そのためにはアドヒアランスの維持・向上を図るフォローアップが必要となる。患者の使用状況

を把握した上でのフォローアップを薬剤師が担うことは服薬指導の質的向上に繋がるとともに、処方医と連携していくことがDTxの効果に繋がるものと考える。

【制度整備】

このような提供体制のために必要な保険診療上での取り扱いの整理など、制度上の整備が必要。

またこのような業務に対する薬局薬剤師への必要な研修体制の整備については、日本薬剤師会として積極的に取り組む。

医師と薬剤師の連携による
治療用アプリ（Digital Therapeutics：DTx）の活用

高血圧症治療補助プログラム
生活習慣や薬物療法も併せた管理

ニコチン依存症治療アプリ
禁煙補助薬「チャンピックス」に追加して使用

海外で販売されているADHDに対するDTx

今後、更なる承認申請 2つの課題に同時に取り組む操作
＋薬剤との併用 等

日本薬剤師会政策提言2022より抜粋



このような場をいただきましたことに

感謝申し上げます。

今後とも、よろしくお願い申し上げます。
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